様式第１号の３（第５関係）
同　意　書　兼　誓　約　書
令和　　年　　月　　日
（宛先）長野市長　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提出者　住　所
　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
法人又は団体にあっては、主たる事務所

所在地、名称及び代表者の氏名
私は、長野市小規模事業者ＩＴ機器等導入支援事業補助金（以下「本補助金」という。）に係る申請に当たり、下記の事項その他長野市小規模事業者ＩＴ機器等導入支援事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）の規定及び長野市小規模事業者ＩＴ機器等導入支援事業補助金要領（以下「要領」という。）並びに法令等の規定を遵守することを誓約します。あわせて、市税の納付状況を確認することに同意します。
なお、下記の事項その他要綱及び要領の規定及び法令等の規定を遵守しなかった場合、偽りその他不正な手段により本補助金の交付を受けた場合その他市長が適当でないと認める場合において、本補助金の交付決定を取り消され、本補助金が交付されず、又は交付された補助金を返還することについて、異議は申し立てません。
記
１　市税に未納・未申告はありません。

２　私（当社又は当団体）及び交付対象事業に係る店舗、事業所等の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等は、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団関係者（長野市暴力団排除条例（平成26年長野市条例第40号）第６条第１項に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）ではなく、かつ、暴力団員及び暴力団関係者が経営に参画していません。
３　交付対象事業に係る店舗、事業所等は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第 122号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、または当該営業に係る同条第13項に規定する接客業務受託営業を行っていません。
　４　交付対象事業に係る店舗、事業所等が販売等を行う物品等又は提供する役務は、政治的なもの又は公序良俗に反するものでありません。
　５　大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員の総数の２分の１以上を占めている等、大企業が実質的に経営に参画していません。
６　本補助金の対象経費として申請した経費は、他の補助金、助成金、支援金等の対象経費として既に申請し、又は交付を受けておらず、今後も他の補助金、助成金、支援金等の対象経費として申請し、又は交付を受けません。
７　本補助金の対象とする市内の店舗・事業所は令和４年４月２日以降に新規に開始する事業または出店するものではありません。
８　本補助金の事業完了後、３年間は補助対象事業に係る取組を継続します。
９　本補助金の事業完了後、市の実施するフォローアップ調査に応じます。
10　本補助金の事業完了後、３年間計継続して補助対象事業に係る取組を実施していない等、不適正な利用をした場合は、市の求めに応じて補助金を返還します。
